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令和４年（2022 年） ９月 

つくば市総務部総務課 



 

 案件名 つくば市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

 募集期間 令和４年（2022 年）９月２日 ～ 令和４年（2022 年）10 月３日 

 担当課 総務部 総務課 

 問合せ TEL 029-883-1111 （内線）6237、6238 

 

■ 意見募集の趣旨 

 令和３年度(2021 年度)における個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、つ

くば市個人情報保護条例を廃止し、つくば市個人情報の保護に関する法律施行条

例を制定します。また、個人情報の適正な取扱いを確保するために、施行条例の

附則においてつくば市情報公開条例の一部を改正します。 

条例案を公表しますので、市民の皆様の御意見をお待ちしております。 

 

■ 資料 

・つくば市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

・つくば市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）概要版 

・つくば市情報公開条例 新旧対照表 

 

■ 提出方法 

○ 直接持参   ・総務部総務課（コミュニティ棟２階） 

・各窓口センター 

・各地域交流センター 

※施設閉庁日を除く。 

○ 郵便      〒305－8555  

つくば市研究学園一丁目１番地１ 

つくば市総務部総務課 

○ ファクシミリ  029-868-7633 

○ 電子メール gen022@city.tsukuba.lg.jp 

○ ホームページの電子申請・届出サービス 

※ 意見の提出については、別に定める「パブリックコメント意見提出様式」又

はホームページの電子申請・届出サービスの入力フォームに必要事項を入

力して意見をお寄せください。ただし、意見は様式以外でも提出できます。



必ず計画・条例等の名称並びに氏名及び住所（法人その他の団体は、名称、

代表者氏名及び所在地）を明記の上、提出してください。 

 

■ 提出された意見の取扱い 

・ パブリックコメント手続は、計画等の案の賛否を問うものではなく、内容を

より良いものにするために、意見を募集し、意思決定の参考とするものです。

提出された意見を十分考慮した上で、つくば市個人情報の保護に関する法律

施行条例の最終決定を行います。 

・ 提出された意見は、集計後から市の考え方を公表するまでの間、原文を公表

します。個人情報等の取扱いには十分注意するとともに、公表に際しては、

個人が識別できるような内容及び個人又は法人等の権利利益を害するおそ

れのある情報など公表することが不適切な情報（つくば市情報公開条例第５

条に規定する不開示情報をいいます。）については、公表しません。 

・ 提出された意見に対する市の考え方は、意見をいただいた方々に個別に回答

するのではなく、類似する意見を集約するなどして、意見の概要とそれに対

する市の考え方を公表します。 

また、案の修正を行った場合は、その修正案を公表します。 

 

■ 意見の概要及び意見に対する市の考え方の公表時期並びに公表場所 

○ 公表時期   令和４年(2022 年)11 月頃を予定しています。 

○ 公表場所   市ホームページ、総務課、 

情報コーナー（庁舎１階）、 

各窓口センター、各地域交流センター 
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   つくば市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（開示請求に係る手数料等） 

第３条 法第89条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、無料

とする。 

２ 開示請求者が保有個人情報の写しの交付又は送付を求めた場合における当該保

有個人情報の写しの作成及び送付に要する費用は、開示請求者の負担とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長及び公営企業管理者は、開示請求者が保有特定

個人情報（市の機関（議会を除く。以下同じ。）又は財産区の機関の職員が職務

上作成し、又は取得した特定個人情報であって、当該市の機関又は当該財産区の

機関の職員が組織的に利用するものとして、当該市の機関又は当該財産区の機関

が保有しているもの（つくば市情報公開条例（平成27年つくば市条例第27号）第

２条第２項に規定する行政文書に記録されているものに限る。）をいう。）の写

しの交付又は送付を求めた場合において、当該開示請求者について経済的困難そ

の他特別の理由があると認めるときは、規則で定めるところにより、当該保有特

定個人情報の写しの作成及び送付に要する費用を免除することができる。 

 （開示決定等の期限） 

第４条 開示決定等は、開示請求があった日から15日以内にしなければならない。

ただし、法第77条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市の機関は、事務処理上の困難その他正当な理由が
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あるときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この

場合において、市の機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延

長の理由を書面により通知しなければならない。 

 （開示決定等の期限の特例） 

第５条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった

日から45日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著

しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、市の機関は、

開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等

をし、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。

この場合において、市の機関は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に

対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 （訂正決定等の期限） 

第６条 訂正決定等は、訂正請求があった日から15日以内にしなければならない。

ただし、法第91条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市の機関は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この

場合において、市の機関は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延

長の理由を書面により通知しなければならない。 

（訂正決定等の期限の特例） 

第７条 市の機関は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規

定にかかわらず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、

市の機関は、同条第１項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事

項を書面により通知しなければならない。 
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(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 訂正決定等をする期限 

 （利用停止決定等の期限） 

第８条 利用停止決定等は、利用停止請求があった日から15日以内にしなければな

らない。ただし、法第99条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当

該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市の機関は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この

場合において、市の機関は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及

び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限の特例） 

第９条 市の機関は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条

の規定にかかわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合

において、市の機関は、同条第１項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、

次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 利用停止決定等をする期限 

（行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料） 

第１０条 法第119条第３項の規定により納付しなければならない手数料の額は、

21,000円に次に掲げる額の合計額を加算した額とする。 

(1) 行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間１時間までごとに3,950円 

(2) 行政機関等匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額（当該委

託をする場合に限る。） 

２ 法第119条第４項の規定により納付しなければならない手数料の額は、次の各号

に掲げる行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 
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(1) 次号に掲げる者以外の者 法115条の規定により当該行政機関等匿名加工情

報の利用に関する契約を締結する者が法第119条第３項の規定により納付しな

ければならない手数料の額と同一の額 

(2) 法第115条（法第118条第２項において準用する場合を含む。）の規定により

当該行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者 12,600円 

３ 前２項の手数料は、法第114条第２項の規定により通知する手数料の納付方法に

より、同項の規定により通知する手数料の納付期限までに納付しなければならな

い。 

（審査会への諮問） 

第１１条 市の機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の

適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要で

あると認めるときは、つくば市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成27年つ

くば市条例第29号）第１条に規定するつくば市情報公開・個人情報保護審査会に

諮問することができる。 

(1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(2) 法第66条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

(3) 法第114条第１項に規定する審査をする場合 

(4) 前３号の場合のほか、市の機関及び財産区の機関における個人情報の取扱い

に関する運用上の細則を定めようとする場合 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（つくば市情報公開条例の一部改正） 
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２ つくば市情報公開条例（平成27年つくば市条例第27号）の一部を次のように改

正する。 

  第５条第６号を同条第７号とし、同条第２号から同条第５号までを１号ずつ繰

り下げ、同条第１号の次に次の１号を加える。 

  (2) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第60条第３項に規定

する行政機関等匿名加工情報（同条第４項に規定する行政機関等匿名加工情

報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行政機関等匿名加

工情報」という。）又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第１項

に規定する保有個人情報から削除した同法第２条第１項第１号に規定する記

述等若しくは同条第２項に規定する個人識別符号 

  第13条第２項第１号中「同条第２号ただし書」を「同条第３号ただし書」に改

める。 

（つくば市個人情報保護条例の廃止） 

３ つくば市個人情報保護条例（平成27年つくば市条例第28号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

４ 次に掲げる者に係る前項の規定による廃止前のつくば市個人情報保護条例（以

下「旧条例」という。）第７条の規定によるその業務に関して知り得た旧条例第

２条第２項に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）の内容をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務については、前項の

規定の施行後も、なお従前の例による。 

 (1) 前項の規定の施行の際現に旧条例第２条第１項に規定する実施機関（以下「旧

実施機関」という。）の職員である者又は前項の規定の施行前において旧実施

機関の職員であった者のうち、同項の規定の施行前において旧個人情報の取扱

いに従事していた者 

 (2) 前項の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を受

けた業務又は指定管理者が行う市の公の施設の管理業務に従事していた者 
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５ 附則第３項の規定の施行の日前に旧条例第14条第１項若しくは第２項、第28条

第１項若しくは第２項又は第36条第１項若しくは第２項の規定による請求がされ

た場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止につい

ては、なお従前の例による。 

６ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、附則第３項の規定の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第

６項に規定する個人情報ファイルであって同項第１号に係るもの（その全部又は

一部を複製し、又は加工したものを含む。）を附則第３項の規定の施行後に提供

したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

 (1) 附則第３項の規定の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は同項の規定

の施行前において旧実施機関の職員であった者 

 (2) 附則第４項第２号に掲げる者 

７ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た附則第３項の規定の施行前

において旧実施機関が保有していた旧条例第２条第５項に規定する保有個人情報

を附則第３項の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提

供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

８ 前２項の規定は、つくば市外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。 

９ この条例の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。 


